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　本年度の水道事業は、「経営基盤の強化」「施設の重要度・優先度を踏まえた計画的な更新」

「災害に強い施設整備」「情報発信の充実」の４項目を予算編成の基本方針とし、効率的で持続可

能な事業運営を行ってまいりました。 

　「経営基盤の強化」につきましては、支笏湖及び空港等検針困難地区でのスマートメーターの導

入や水道施設台帳システム構築業務のデジタル化を推進したほか、財務会計システムの更新により

業務の効率化や省力化を行い、安定的な事業運営に努めました。 

　「施設の重要度・優先度を踏まえた計画的な更新」につきましては、水道管の布設替えや蘭越浄

水場などに設置している電気計装設備の更新を行ったほか、管路の適切な維持管理により、良質な

水の安定供給に努めました。 

　「災害に強い施設整備」につきましては、重要給水施設である防災拠点、医療機関、指定避難所

等への配水管を耐震化する重要給水施設配水管整備事業を行うとともに、蘭越浄水場に浸水対策を

実施するための基本計画を策定したほか、給水袋や給水タンク等の災害応急対策用品などを計画的

に購入し、災害が生じた場合でも給水を継続するための事業を推進しました。 

　「情報発信の充実」につきましては、利用者に対する事業の理解促進として、水道週間に併せた

配水量予想クイズの実施や水道施設見学バスツアーを開催したほか、市のホームページや公式ＳＮ

Ｓを活用した水道凍結情報の発信や水道料金改定時期の見直しなどの情報発信に努めました。 

　経営状況につきましては、宿泊施設等の営業用における有収水量が増加した一方、家庭用や工場

用が減少したことから、給水収益が見込みを下回ったものの、純利益を計上しております。 

　業務につきましては、給水戸数が44,805戸となり、前年度に比べ468戸、1.06％の増、年間総配水

量は水道事業で11,978,254㎥となり、前年度に比べ54,973㎥、0.46％の減、簡易水道事業では

69,807㎥となり、前年度に比べ7,087㎥、11.30％の増、１日平均配水量は水道事業で32,817㎥とな

り、前年度に比べ 151㎥、0.46％の減、簡易水道事業で191㎥となり、前年度に比べ19㎥、11.05％の

増、有収水量は水道事業で11,573,675㎥となり、前年度に比べ585㎥、0.01％の減、簡易水道事業で

は65,292㎥となり、前年度に比べ7,029㎥、12.06％の増となりました。 

　収益的収支につきましては、収益的収入で、給水収益が1,764,169千円、前年度と比べ3,625千

円、 0.21％の増、合計では2,118,766千円となり、前年度と比べ40,059千円、1.86％の減となりまし

た。これに対し収益的支出は、人件費が127,469千円、前年度と比べ32,894千円、20.51％の減、物

件費は1,151,860千円、前年度と比べ41,593千円、3.75％の増、合計では2,056,506千円となり、前

年度と比べ26,429千円、1.27％の減となりました。収入から支出を差し引いた額は62,260千円の純

利益であり、前年度と比べ13,630千円、17.96％の減となり、当年度未処分利益剰余金につきまして

は84,845千円となりました。 

　資本的収支につきましては、資本的収入で、企業債が289,200千円、前年度と比べ28,500千円、

10.93％の増、合計では426,720千円となり、前年度と比べ67,467千円、18.78％の増となりました。

これに対し資本的支出では、建設改良費が740,222千円、前年度と比べ197,090千円、36.29％の増、

企業債償還金は505,129千円、前年度と比べ8,468千円、1.70％の増、合計では1,277,719千円とな

り、前年度と比べ222,402千円、21.07％の増となりました。収入から支出を差し引いた不足額の

850,999千円は、過年度分損益勘定留保資金等で補塡し、年度末の補塡財源残額は749,419千円とな

り、前年度と比べ303,651千円、 28.83％の減となりました。 

　なお、令和４年度末の内部留保資金残高につきましては、834,264千円となっております。 

　今後の事業運営につきましては、水道施設の適切な維持管理と更新により、豊富で良質な水の安

定供給に努めるとともに、「千歳市水道事業経営計画」に基づき、持続可能な事業運営を目指し、

経営基盤の強化を図ってまいります。 
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　業務につきましては、給水戸数が44,805戸となり、前年度に比べ468戸、1.06％の増、年間総配水

量は水道事業で11,978,254㎥となり、前年度に比べ54,973㎥、0.46％の減、簡易水道事業では

69,807㎥となり、前年度に比べ7,087㎥、11.30％の増、１日平均配水量は水道事業で32,817㎥とな
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増、有収水量は水道事業で11,573,675㎥となり、前年度に比べ585㎥、0.01％の減、簡易水道事業で
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件費は1,151,860千円、前年度と比べ41,593千円、3.75％の増、合計では2,056,506千円となり、前

年度と比べ26,429千円、1.27％の減となりました。収入から支出を差し引いた額は62,260千円の純

利益であり、前年度と比べ13,630千円、17.96％の減となり、当年度未処分利益剰余金につきまして

は84,845千円となりました。 

　資本的収支につきましては、資本的収入で、企業債が289,200千円、前年度と比べ28,500千円、

10.93％の増、合計では426,720千円となり、前年度と比べ67,467千円、18.78％の増となりました。

これに対し資本的支出では、建設改良費が740,222千円、前年度と比べ197,090千円、36.29％の増、

企業債償還金は505,129千円、前年度と比べ8,468千円、1.70％の増、合計では1,277,719千円とな
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り、前年度と比べ303,651千円、 28.83％の減となりました。 

　なお、令和４年度末の内部留保資金残高につきましては、834,264千円となっております。 

　今後の事業運営につきましては、水道施設の適切な維持管理と更新により、豊富で良質な水の安
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　令和４年度決算における経営指標につきましては、経営の健全性を示す経常収支比率は、有収水

量の増加に伴う給水収益が増加したものの、動力費等の物件費の増加により前年度比0.62ポイント

減の103.05％となりましたが、健全経営の水準とされる100％を上回っています。

　料金水準の妥当性を示す料金回収率は、給水収益の増加により前年度比1.48ポイント増の94.04％

となりましたが、事業に必要な費用を給水収益で賄えているとされる100％を下回っています。

　数値が高いほど、法定耐用年数に近い資産が多いことを示す有形固定資産減価償却率は前年度比

0.89ポイント増の54.43%、法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は前年度比

1.50ポイント増の21.88％となっており、管路は老朽化傾向にあります。また、当該年度に更新した

管路延長の割合を示す管路更新率は前年度比0.16ポイント減の0.25％に留まっております。
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　本年度の下水道事業は、「経営基盤の強化」「施設の重要度・優先度を踏まえた計画的な更新」

「災害に強い施設整備」「情報発信の充実」の４項目を予算編成の基本方針とし、効率的で持続可

能な事業運営を行ってまいりました。 

　「経営基盤の強化」につきましては、工事予定単価策定用単価資料を書籍版からＷｅｂ版に変更

しデジタル化を推進したほか、財務会計システムの更新により業務の効率化や省力化を行い、安定

的な事業運営に努めました。 

　「施設の重要度・優先度を踏まえた計画的な更新」につきましては、浄化センターとスラッジセ

ンターを結ぶ美々１号幹線の管更生事業、公共用水域の水質保全や局地的な大雨による浸水被害を

予防するべく合流改善事業を進めたほか、浄化センターの機械や電気設備の更新を行ってまいりま

した。また、桝やマンホールなどの適切な維持管理により、快適な下水道環境の維持に努めてまい

りました。 

　「災害に強い施設整備」につきましては、大規模地震時における緊急輸送道路の確保を図るた

め、マンホールの浮上防止対策を推進しました。 

　「情報発信の充実」につきましては、利用者に対する事業の理解促進として、新たに下水道マン

ホールカードを発行して配付を始めたほか、下水道施設見学バスツアーを開催するとともに、各種下

水道に関するお知らせについて、市のホームページや公式ＳＮＳを活用した情報発信に努めました。 

　経営状況につきましては、家庭用における有収水量が減少したものの、宿泊施設等の営業用や工

場用が増加したことにより、下水道使用料が見込みを上回ったことなどから、純利益を計上してお

ります。 

　業務につきましては、処理区域内人口が95,314人となり、前年度に比べ100人、0.10％の減、水洗

化人口は95,243人となり、前年度に比べ106人、0.11％の減、年間総処理水量は19,759,634㎥とな

り、前年度に比べ467,145㎥、2.42％の増、１日平均処理水量は54,136㎥となり、前年度に比べ

1,280㎥、2.42％の増、有収水量は14,359,159㎥となり、前年度に比べ265,696㎥、1.89％の増とな

りました。 

　収益的収支につきましては、収益的収入で、下水道使用料が1,394,497千円、前年度と比べ29,005

千円、2.12％の増、合計では3,355,622千円となり、前年度と比べ1,135千円、0.03％の増となりま

した。これに対し収益的支出は、人件費が138,119千円、前年度と比べ51,463千円、27.15％の減、

物件費は1,134,880千円、前年度と比べ79,876千円、7.57％の増、合計では3,257,529千円となり、

前年度と比べ16,560千円、 0.51％の減となりました。収入から支出を差し引いた額は98,093千円の

純利益であり、前年度と比べ17,695千円、22.01％の増となり、当年度未処分利益剰余金につきまし

ては152,068千円となりました。 

　資本的収支につきましては、資本的収入で、企業債が957,000千円、前年度と比べ775,000千円、 

425.82％の増、合計では1,061,825千円となり、前年度と比べ698,230千円、192.04％の増となりま

した。これに対し資本的支出は、建設改良費が1,305,007千円、前年度と比べ614,810千円、89.08％

の増、企業債償還金は673,963千円、前年度と比べ13,331千円、2.02％の増、合計では2,002,242千

円となり、前年度と比べ647,356千円、47.78％の増となりました。収入から支出を差し引いた不足

額の940,417千円は、当年度分損益勘定留保資金等で補塡し、年度末の補塡財源残額は1,622,174千

円となり、前年度と比べ100,512千円、5.83％の減となりました。

　なお、令和４年度末の内部留保資金残高につきましては、2,433,242千円となっております。 

　今後の事業運営につきましては、下水道施設の適切な維持管理と更新により、衛生的で快適な生

活環境の確保に努めるとともに、「千歳市下水道事業経営計画」に基づき、持続可能な事業運営を

目指し、経営基盤の強化を図ってまいります。  
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能な事業運営を行ってまいりました。 

　「経営基盤の強化」につきましては、工事予定単価策定用単価資料を書籍版からＷｅｂ版に変更

しデジタル化を推進したほか、財務会計システムの更新により業務の効率化や省力化を行い、安定

的な事業運営に努めました。 

　「施設の重要度・優先度を踏まえた計画的な更新」につきましては、浄化センターとスラッジセ

ンターを結ぶ美々１号幹線の管更生事業、公共用水域の水質保全や局地的な大雨による浸水被害を

予防するべく合流改善事業を進めたほか、浄化センターの機械や電気設備の更新を行ってまいりま

した。また、桝やマンホールなどの適切な維持管理により、快適な下水道環境の維持に努めてまい

りました。 

　「災害に強い施設整備」につきましては、大規模地震時における緊急輸送道路の確保を図るた

め、マンホールの浮上防止対策を推進しました。 

　「情報発信の充実」につきましては、利用者に対する事業の理解促進として、新たに下水道マン

ホールカードを発行して配付を始めたほか、下水道施設見学バスツアーを開催するとともに、各種下

水道に関するお知らせについて、市のホームページや公式ＳＮＳを活用した情報発信に努めました。 

　経営状況につきましては、家庭用における有収水量が減少したものの、宿泊施設等の営業用や工

場用が増加したことにより、下水道使用料が見込みを上回ったことなどから、純利益を計上してお

ります。 

　業務につきましては、処理区域内人口が95,314人となり、前年度に比べ100人、0.10％の減、水洗

化人口は95,243人となり、前年度に比べ106人、0.11％の減、年間総処理水量は19,759,634㎥とな

り、前年度に比べ467,145㎥、2.42％の増、１日平均処理水量は54,136㎥となり、前年度に比べ

1,280㎥、2.42％の増、有収水量は14,359,159㎥となり、前年度に比べ265,696㎥、1.89％の増とな

りました。 

　収益的収支につきましては、収益的収入で、下水道使用料が1,394,497千円、前年度と比べ29,005

千円、2.12％の増、合計では3,355,622千円となり、前年度と比べ1,135千円、0.03％の増となりま

した。これに対し収益的支出は、人件費が138,119千円、前年度と比べ51,463千円、27.15％の減、

物件費は1,134,880千円、前年度と比べ79,876千円、7.57％の増、合計では3,257,529千円となり、

前年度と比べ16,560千円、 0.51％の減となりました。収入から支出を差し引いた額は98,093千円の

純利益であり、前年度と比べ17,695千円、22.01％の増となり、当年度未処分利益剰余金につきまし

ては152,068千円となりました。 

　資本的収支につきましては、資本的収入で、企業債が957,000千円、前年度と比べ775,000千円、 

425.82％の増、合計では1,061,825千円となり、前年度と比べ698,230千円、192.04％の増となりま

した。これに対し資本的支出は、建設改良費が1,305,007千円、前年度と比べ614,810千円、89.08％

の増、企業債償還金は673,963千円、前年度と比べ13,331千円、2.02％の増、合計では2,002,242千

円となり、前年度と比べ647,356千円、47.78％の増となりました。収入から支出を差し引いた不足

額の940,417千円は、当年度分損益勘定留保資金等で補塡し、年度末の補塡財源残額は1,622,174千

円となり、前年度と比べ100,512千円、5.83％の減となりました。

　なお、令和４年度末の内部留保資金残高につきましては、2,433,242千円となっております。 

　今後の事業運営につきましては、下水道施設の適切な維持管理と更新により、衛生的で快適な生

活環境の確保に努めるとともに、「千歳市下水道事業経営計画」に基づき、持続可能な事業運営を

目指し、経営基盤の強化を図ってまいります。  

63



64



　令和４年度決算における経営指標につきましては、経営の健全性を示す経常収支比率は、有収水

量の増加に伴う下水道使用料収入の増加及び人件費の減少により前年度比0.55ポイント増の

103.02％となり、健全経営の水準とされる100％を上回っています。 

　使用料水準の妥当性を示す経費回収率は、下水道使用料収入の増加及び汚水処理費の減少により

前年度比3.13ポイント増の92.21％となりましたが、事業に必要な費用を下水道使用料収入で賄えて

いるとされる100％を下回っています。 

　数値が高いほど法定耐用年数に近い資産が多いことを示す有形固定資産減価償却率は前年度比

1.34ポイント増の57.12％、法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す管渠老朽化率は前年度比

0.96ポイント増の4.34％となっており、管渠は老朽化傾向にあります。 
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